
別記様式第３１号（法第４６条第１項、要領第８第２項関係）

（特定）環境負荷低減事業活動実施計画に関する実施状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　農林事務所長　

申請者（代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　    　          

　年　月　日付け　　第　号で認定を受けた（特定）環境負荷低減事業活動実施計画について、下記のとおり　年度の実施状況を報告します。

１　　　年度の（特定）環境負荷低減事業活動の実施状況
	品目
	実施内容（導入する生産方式）
	資材の使用量等
	実施状況（Ａ～Ｃ）

	
	（内容）
	（実績）
	

	
	
	（目標）
	

	
	（特定）環境負荷低減事業活動
の取組面積等
	（実績）
	

	
	
	（目標）
	


注１　記入欄が足りない場合には、欄を繰り返し設けて記載すること。
２　「実施状況」には、評価に応じて、ＡからＣのいずれかを記載すること。
評価　Ａ：計画通り実施できた　Ｂ:概ね計画通り実施できた
Ｃ：ほとんど実施していない（Ｃの場合は理由と今後の取組を記載すること。）

２　　　　年度の（特定）環境負荷低減事業活動の用に供する設備等の導入状況及び特例措置の活用実績

	申請者の氏名又は名称：

	番号
	設備等の種類・名称/型式
	導入状況
	税込金額
（単位：千円）
	特例措置の活用実績

	①
	
	· 導入前
· 導入済
（　年　月　日）
	
	

	②
	
	· 導入前
· 導入済
（　年　月　日）
	
	

	③
	
	· 導入前
· 導入済
（　年　月　日）
	
	

	④
	
	· 導入前
· 導入済
（　年　月　日）
	
	


注１ 法人その他の団体の場合には名称及び代表者の氏名を記載すること。 
２ 氏名に旧姓記載を希望する場合は、旧姓を括弧書きで併記すること。 
３ 申請者、関連措置実施者ごとに作成すること。 
４ 記入欄が足りない場合には、欄を繰り返し設けて記載すること。 
５ 「番号」には、実施計画（別記様式第１号又は第３号）の別表２の番号と対応するよう記載すること。 
６ 「導入状況」には、「導入前」または「導入済」のいずれか該当するものにチェック（レ）をつけ、導入済みの場合は、導入した年月日を記載すること。 
７ 「特例措置の活用実績」には、当該設備等の導入にあたって活用した特例措置（資金にあっては貸付けの決定が行われたもの、税制にあっては、確定申告が行われたもの）等に応じて下記の記号を記載すること。 
ア：農業改良資金 
イ：林業・木材産業改善資金 
ウ：沿岸漁業改善資金 
エ：畜産経営環境調和推進資金 
※林業または水産業での申請の場合、宛先を「福島県農林水産部長」とすること。


